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鵜飼康東著
『市場と正義一経済理論と日本社会の葛藤一』
幸 男足 立
本書は、著者が1980年代後半から90年代にかけて数々の論壇誌や学術雑誌に寄稿した評論や論文
を基礎とし大幅な加筆修正を施して一冊の本にまとめたものである。各章のタイトルは以下のよう
になっている。第1章「日本帝国官僚における聖と俗｣、第2章「帝国新官僚と1955年体制の政治
経済学｣、第3章「グローバリズムと日本の正義｣、第4章「日本人は働き過ぎだったのか｣、第5
章「海外直接投資の論理と倫理｣、第6章「東京一極集中の情熱と理性｣、第7章「地域経済の発展
と移出入｣、第8章「金融・保険業の発展と大阪大都市圏の経済｣、第9章「相互依存的効用関数｣、
第10章「規制緩和政策と官僚評価制度の乖離｣、第11章「市場機構による社会改革｣、第12章「日本
的リベラリズム批判｣。
これらタイトルが示唆するように、本書において分析の俎上に載せられているテーマは多岐に
亘っている。叙述のスタイルも実に平易で自由關達である。およそ理論経済学者の手になる著作に
は高踏的な、厳しい経済学ディシプリンの通過儀礼を経ていない人間を寄せつけないようなものが
少なくないが、本書にはそうしたところがまったくない。経済学を専門としない私のような人間に
も十分に楽しめる。周知のようにわが国の経済と政治・社会システムは今日いまだかって経験した
ことがないような類の危機に直面しているのであるが、 この難局を乗り切るためには発想の大胆な
転換が必要になる。エコノミストの政策思考の本質、エコノミストの現状診断と処方菱（日本再生
に向けた政策提言）をわかりやすく、 また情熱的に説き明かそうとした本書の刊行は、 この意味で
きわめて時宜に適ったものであると言えよう。
本書評では、主として後半部の三つの章(10，11，12章）にスポットを当てることとしたい。こ
れほどまでに多岐に亘る本書の内容をすべて紹介し、論評を加えるだけの能力はもとより評者には
ない。また、それだけの紙面のゆとりもない。加えて、 『市場と正義』 という本書の書名からも容
易に想像できるように、 これら三つの章こそが本書の核心をなすものと考えられるからである。
著者によれば、 「1995年末に、日本のマクロ経済政策、具体的には財政・金融・租税政策による
景気対策は完全に行き詰まった」 （151頁)。では、わが国はどうすればこの長期にわたる経済的苦
境から抜け出すことができるのか。徹底した規制緩和を通して従来の経済社会制度や習慣を根底か
ら変えること、 これ以外に道はないとして、著者は次の三つの改革案を提示する。 「第1に、可処
分所得を増大させても家計消費が伸びないのならば、輸入自由化を徹底させて、内外価格差の解消
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により家計の購買力を増加させて、言い換えれば実質賃金を上昇させて．消費の拡大をもたらし、
国内輸入関連企業の利潤増大を図る。第2に、市場利子率を低下させても企業の設備投資が伸びな
いのならば、超過利潤を得ている企業が存在する寡占産業の規制を撤廃して、競争を促進し、その
産業への新規参入投資を拡大させる。第3に、戦略的産業分野に公共支出を行っても当該分野に労
働不足が起こるだけであるならば、言い換えれば摩擦的失業が減少しないのであるならば、労働市
場における規制を撤廃して、産業間および地域間の労働移動を活発に行って、失業率の低下と国民
可処分所得の増大を図る｡」（154頁）簡潔に要約すれば、以上が第10章の内容である。
続く第11章で著者は、自民党・社会党・新党さきがけの大連立によって誕生した村山富市政権は
｢冷戦構造の崩壊後に生じた混乱を乗り切る政策構想力を持ちえないオールドリベラリストとオー
ルドマルキストとの結婚」 （161頁）にほかならず、細川護煕政権が先鞭をつけ（コメ自由化)、羽
田孜政権が引き継いだ（規制緩和） 「市場機構の動きを徹底させることによる社会改革」 （162頁）
への恐怖感を唯一の接着剤としていたに過ぎないと断罪している。また、 このこととの関連で、政
治哲学を根本から脱構築すべきこと、 「政治家の役割を資本主義市場での競争に敗れた個人、組織、
地域への富と所得の再分配を行うこと」 （165頁）に見出そうとする田中角栄に代表されるような
｢小政治」の発想を捨て、あるいはすくなくともその践雇、傍若無人をいくぶんなりとも抑制し、
｢政治家の活動の本質は、外交、国防、警察、環境等の自由市場の成立しない公共財の供給にある」
(165頁）とみなす「大政治」の理念の重要性を強調している。
周知のように、エコノミストが政策立案に関わる機会は小渕政権の誕生（1998年）以降飛躍的に
増大した。この事実に着目しつつ著者は、 この章（第11章）でいま一つの注目すべき論点を提起し
ている。エコノミスト ・エコノミスト官僚たちが主導する市場機構を通じた社会改革の試みが惹き
起こす社会的葛藤の中からしか独創的社会科学は生まれないだろうという論点一むしろ「予感」と
いった方がよいかもしれないが－が、それである。 ここで、エコノミストとは、 「大学教授や高級
官僚や民間企業幹部の地位を自由自在に移動する政策専門家集団」 （166-167頁）であるが、彼らに
は以下のごとき共通の特徴が認められると著者は言う。第1に、一般市民にとって聞きなれない数
学や統計学の専門用語を用いて議論する。第2に、モデルを用いて社会の分析を行う。第3に、科
学者を自認し、 「社会をこれ以上に分割出来ないぎりぎりの最小の単位まで分割して、その運動を
観察することによって社会全体の運動を説明しようとする」 （169頁)。
さて、 これら二つの章において著者が提示しその正当性を擁護しようとした社会改革の理念すな
わち市場機構を通じた社会改革という理念は市場に対する政府介入を必要最小限の対象と範囲に縮
小すべきことを要請するのであるが、その理念の実現のためには実のところきわめて有能で強力な
政府のリーダーシップを必要とする。このことを著者ははっきりと認識している。同時にまた、時
代が求める切実な改革を断行し得るだけの洞察力と実行力を備えた指導者を得ることが民主主義の
下でいかに困難であるかをも熟知している。著者はナイーブで政治音痴の市場万能主義者ではな
い。数学的モデルの洗練・彫琢にのみ汲々とする書斎人でもない。分析と叙述・説明のためのツー
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ルとしての理論経済学の研究に専門家として従事しつつも、そこに留まることなく、政治社会変革
のための具体的な道筋と方法（実践知）の探求と定式化を目指す公共政策学・政策科学にもコミッ
トしようとしている。一言で言えば、公共的知識人なのである。
以下のような叙述を目にするとき、評者はそうした思いをいっそう強くする。 「正統派経済学者
の考え方の欠陥は、 『自由な経済』が『強い国家」 と組み合わされて推進されることに無自覚な点
である。 （…）今後の世界では、 このように政治と経済がますます一体となって運営されていくと
見なければならない」 （第2章、 34頁)。「しかし自由とは王や貴族の窓意的な支配から離れた強力
な憲法の下で秩序ある状態を意味しているのである。その意味で（米国憲法の改正を唱える）公共
選択学派の主張は一貫している。 （…）そもそも法は法の下の自由を認めているのであって、法を
破壊する自由を認めているわけではない。したがって、市場万能主義者が財政政策を法律で縛るの
は論理矛盾ではない」 （12章、181-182頁)。
本書最後を飾る第12章において、著者は、「市場への大規模な政府介入を要請する政治思想や政
治潮流」という意味でのリベラリズムの系譜に属するわが国の三人の代表的な「進歩的」経済学者
(佐和隆光、宮本憲一、金子勝）を批判の俎上に載せ、彼らに対する批判を通して著者自らの思想
的立場を浮き彫りにしようとしている。
佐和に対して著者は数々の批判を浴びせているが、評者にとって最も重要であると思われるの
は、佐和が市場万能主義（保守主義の経済学）の政治的革新性を見逃しているという批判である。
1980年代以降わが国では市場万能主義が国是となり正義の観念が死滅した、市場万能主義が裁量的
財政金融政策への信仰（ケインズ経済学）にとって代わったと佐和は診断するが、著者の見るとこ
ろ、 これはとんでもない誤解である。 「20世紀の日本においては市場万能主義の『保守主義』は、
浜口雄幸の民政党内閣の数年（1929-1931）を除けば決して政権担当者の脳裏にのぼることはな
かった。このことは、 日露戦争以降の日本の政権担当者が、現在に至るまで一貫して佐和氏の言う
『リベラル』 とは違った立場で市場機構に対する抜きがたい不信の念に囚われていたことを意味し
ている」 （180頁)、と著者は指摘する。 「現代日本における最も革新的な政治的主張は市場万能主義
を貫徹することである」 （180-181頁）という、 ランド(AynRand)のC"伽ﾉis"@:TWe[/j@〃"0"〃
〃“ノ (NewAmericanLibrary,1946)を髻髭させる一見ラディカルな主張を著者が展開するのも、
こうした歴史認識に立つからである。佐和の認識と著者の認識のいずれが正しいのか。つまるとこ
ろ問題は「市場万能主義」 （保守主義の経済学）をどのように規定するかに帰着すると思われるの
であるが、 この点について著者は残念ながら突き詰めた議論を展開してはいない。
いま述べたこととも関連するが、佐和は近著『市場主義の終焉』のなかで二つの改革路線（市場
主義的改革とその副作用を緩和するための政策パッケージの実施を同時進行させるのか、それとも
市場主義的改革をまずは断行し、 しかる後必要に応じて「第三の道」的な修正を施せばよいとする
二段階改革路線を採用するのか）を対置させ、前者の路線の正当性を擁護している。ポストエ業化
がおぞましいまでに進展し定着した現代社会においては、市場主義的改革の断行がもたらす痛みは
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かつてないほどに先鋭なものにならざるを得ない、その副作用は一刻たりとも放置することができ
ないほどに深刻なものとなるだろう、 と考えるからである。著者が批判の槍玉に挙げるもう一人の
論客、金子勝のセーフティネット （安全網）論も、ほぼ似通った観点からの市場主義的改革批判、
二段階改革路線批判であるように思われる。
佐和や金子らのこうした市場主義的改革批判にはもちろんそれなりの説得力がある。改革に伴う
痛みにまったく不感症でありつづけることができるほどに図太い人間など、おそらく誰一人いない
だろう。有権者の支持に依存する政治家であれば、なおさらであろう。 とはいえ、市場主義的改革
を断行しつつその副作用を緩和するための政策パッケージを同時進行させるというがごとき「綱渡
り」がはたして可能であろうか。単なる絵に描いたもちに過ぎず、市場主義的改革を頓挫させる結
果にしかならないのではないか。いかなる類の市場改革であれば安全網の構想と両立し得るのか。
いかなる類の安全網であれば市場主義的改革と両立し得るのか。
この点について、 1960年代後半から70年代にかけてアメリカ民主党政権のブレーンとして活躍し
たシュルツ(CharlesL.Schulze)は、その主著の中で、示唆に富む叙述をしている。彼はまず、
社会全体の厚生を増大させるような（市場主義的）現状変更によって一部もしくは相当数の人々が
深刻な打撃を受けることが予想されるとき、政府がとりうる対応には以下の三種のものがあると言
う。 （1）その現状変更を断念する、 （2）金銭的支払（補償）あるいは見返りとしての便益の提供
(ロッグローリング）によって、不利益の埋め合わせをする、 （3）各々の現状変更に対してその都
度個別的な補償を行なうのではなく （そのことを断念し)、すべての現状変更の累積的効果が社会
的公正および衡平の基準を満たす所得配分となるように課税と移転を行なう。そして、 （3）の手
法を最も望ましいものとして推奨しつつも、 （1）や（2）を支持する政治的圧力に抗することが
至難の業であることをも認めている(TWeRJMc[EcQfBi""el"花ゾゼsi,TheBrookingslnstimtion,
1977,pp.22-24)。
市場万能主義を唱導する著者とて、むろんのこと、 自由な市場経済に安全網がまったく不要であ
るなどと考えているわけではない。ただ、その中身についての理解が金子らの反グローバリズム論
者とはまったく異なるのだ、 と言う。両者の差異は実際のところどこにあるのだろうか。たとえば
金子は信用レバレッジ規制、外貨準備構成規制、危機的金融機関への公的資金強制注入、雇用保険
給付期間延長、労働組合の経営参加（過労死防止・ワークシェアリング)、財政の地方分権化、公
的年金の積み立て方式から税方式への転換などを制度的安全網の中身として提唱しているが、著者
はそのすべてに反対するのだろうか。あるいは、そのいくつかについては容認するのだろうか。
「制度的安全網が自己増殖して、ついに癌のように宿主である国民経済を破壊したのが戦後日本
ではなかろうか」 （187頁）という叙述や、 「金子氏の著作には、アメリカの金融市場には安全網が
ないという見解が強く主張されている。この見解は、制度的安全網の把握が浅いことから生じてい
る。そもそも、個々の市場メンバーが市場から脱落しても市場システム全体が脅威に晒されること
はない。しかし、真に恐るべきは市場システム全体が破壊されることである。このための安全網の
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作成についてのアメリカ知識階級の知的努力はすさまじい」 （187-188頁）という叙述から判断する
と、著者は市場システム全体の破壊ないし崩壊を防止するうえで必要不可欠な最小限の安全網しか
容認しないという立場であるように見える。シュルツが公共政策システムの一部として要請した社
会的公正や衡平のための課税や移転を安全網との関連でわれわれはどのように考えるべきであるの
か。著者はいわゆる「小政治」の意義をいささか軽視しすぎているのではないか。
次著では是非とも、著者が言うところの「市場万能主義」と両立し得る課税や移転がいかなるも
のであるのか、それはいかなる種類と程度の安全網を要請ないし容認するのか、公共政策との関係
でおそらくは最も重要な争点となるであろうこの点についての、 よりいっそう綴密な議論を期待し
たい。
(ISBN4-87354-345-2C30 3関西大学出版部、2002年2月11日刊、A5判210頁（本体2,400円十税))
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